
基準作成の考え方と大まかな流れ

災害資料の収集整理 大雨事例の整理 基準値案の作成 基準値案の評価
•「水害統計」等を
もとに過去20年分
以上の災害資料を
整理。

•自治体（都道府県）
と 協 議 の う え 、
あらかじめ、警報や
注意報の対象となる
災害を定義しておく。

•調査期間における毎
時の表面雨量指数と
流域雨量指数を計算。

•一雨ごとに災害と指
数の値をとりまとめ、
大雨事例ファイルと
して整理する。

•統計処理（コスト
ロスモデル）により、
基準値案を作成する。

•できるだけ少ない
基準超過頻度で、
多く対象災害を捕捉
できるような基準値
案を算出する。

•災害捕捉率や適中率
といった統計評価を
もとに基準値案の
妥当性を確認する。

•基準値の妥当性は
定期的に確認評価
する。

○ 基準値は、過去20年分以上の災害発生／非発生時の指数値を統計的に調査して設定する。
○ インフラの整備状況は災害頻度や被害規模として現れるので、災害実績に基づき設定する
基準値には、その効果が間接的に反映されている（ex.整備が進む等の理由から過去に災害
が発生していない地域では、基準値が高く設定される）。

○ 下水道や河川堤防の整備状況などが違うため、同じ雨が降ったとしても災害の起こりやす
さには地域差がある。基準値はその地域差を表現するものである。

○ 基準値の妥当性は定期的に確認・評価（１年に１回、最新の災害資料等を追加して、
災害との関係を精査）するとともに、必要に応じ、適切な基準値への見直しを行う。
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